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（公印省略）

地方公務員等共済組合法の一部改正について（通知）

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２１年法律第５号。以下「雇用保険法改正法」

という｡）が平成２１年３月３０日に公布され、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律

第１５２号。以下「法」という｡）の一部が改正されましたのでお知らせします。

概要は下記のとおりですので、所属所の組合員の皆様に周知してください。

記

１雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の一部が改正され、育児休業者職場復帰給

付金と育児休業基本給付金が統合されることに伴い、改正前の法第７０条の２第１項た

だし書を削ることとされ、育児休業手当金のうち育児休業を終了した日後引き続いて６

月以上組合員であるときに支給される部分も、同条本文に規定する育児休業手当金に統

合することとされた。（雇用保険法改正法附則第１１条による改正後の法第７０条の２，第７１条、

第１４３条関係）

育児休業手当金の支給額は、法第７０条の２第１項本文により、育児休業に

より勤務に服さなかった期間１日につき給料日額の１００分の４０に相当する

金額に政令で定める数,値（１．２５）を乗じて得た額が支給され、また同条同

項ただし書きにより、その金額のうち、給料日額の１００分の１０に相当する

金額に１．２５を乗じて得た額については、育児休業が終了した日後引き続い

て６月以上組合員であるときに支給されると規定されています。

ただし、法附則第１７条の２の暫定措置により、平成１９年４月１日以降に

育児休業が終了した日（その日が当該育児休業に係る子が基準年齢に達した日

後の場合は、当該育児休業に係る子が基準年齢に達した日）の翌日がある組合

員及び平成２２年３月３１日までに育児鋤休業を開始した組合員については、育

児休業が終了した日後引き続いて６月以上組合員であるときに支給される金額



.＝→２

は給料日額の１００分の２０に相当する金額に１．２５を乗じて得た額とされ

ているため、支給額は給料日額の１００分の５０に相当する金額に１．２５を

乗じて得た額となっています。

今回の改正で、ただし書きを削ることにより、 育児休業手当金の支給額は、

２育児休業手当金の額については、当分の間、休業前の給料日額の１００分の５０に相

当する金額に１．２５を乗じて得た額に相当する金額とすることとされた。（雇用保険法改

正法附則第１１条による改正後の法附則第１７条の２関係）

３雇用保険法改正法附則第１１条による改正後の法第７０条の２及び附則第１７条の２

の規定は、平成２２年４月１日以降に開始された育児休業に係る育児休業手当金につい

て適用するものとし、同日前に開始された育児休業に係る育児休業手当金については、

なお従前の例によることとされた。（雇用保険法改正法附則第１２条関係）

４上記１から３までの改正は、平成２２年４月１日から施行することとされた。
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